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・ 三原コラム（三原）                  

・ 経営理念の浸透（岡原）                   

・ 我々は御社の「顧問」です（関川）    

    

三原三原三原三原コラムコラムコラムコラム（（（（みすずみすずみすずみすず監査法人監査法人監査法人監査法人のののの報道報道報道報道からからからから））））（三原）    
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今月号今月号今月号今月号のテーマのテーマのテーマのテーマ    

三原の古巣はみすず（旧中央青山）監査法人です。皆さんご存知のとおり、みすず監査法人は山一證券から始まり、

最近のカネボウ、日興、三洋電機と続々と企業の粉飾を見過ごしたとして近々解散することになったようです。昨年

夏に一時業務停止処分を金融庁からうけて、再起をはかりイメージ一新のために社名を「みすず監査法人」と変えま

した。が、結局存続できなくなりました。 

 僕が会計士になった時代までは監査法人や会計士が訴えられたり責任追及されることは日本では皆無でした。当時

からアメリカでは訴訟はよくある話だったのですが、それはアメリカ特有の事情だからと思っていました。でも今の

日本はアメリカと同じ状況になってしまいました。 

 会計士の悪意や職務怠慢はもちろん論外です。しかし監査にも「限界」があります。 

警察が取り締まりをおこなっても事件は起きます。税務署が調査しても取りこぼしがあります。でも、だからとい

って彼らは糾弾されません。なのになぜ会計士や監査法人がこれほど叩かれるのでしょうか。マスコミや金融庁の対

応に不満を感じます。 

一方で、サラリーマン化している監査法人に疑問を持つのも確かです。プロフェッショナルとは程遠い無責任感で

仕事をしている人間がたぶん多くいると思います。大手監査法人のトップ層でさえそうかもしれません。これは良い

ことでは無いと思います。しかし、この弊害を駆除するためには、大規模な監査法人を解体して本来の形である公認

会計士個人が生きる適正規模の事務所での監査を推奨するのがよいと思うのですが、世の中の流れは逆で、今回のみ

すず監査法人の解散も他の大手３社の監査法人が受け皿となってますます巨大化していくだけです。 

巨大化した組織では末端まで目が届かず、どこかでずさんな監査がおこなわれて、また第二のみすず監査法人にな

ります。僕が所属していた京都の事務所は胸を張って仕事品質を誇れますが、同じみすずの看板をかかげている東京

事務所の誰かがカネボウでいいかげんなことをするから全国のみすずの事務所が被害を被りました。そして、善良で

落ち度の無い他の企業でもみすずが関与しているだけで甚大な被害を被ります。大規模監査法人は無意味な被害・損

害の連鎖をつくること、よりサラリーマン化した専門家をつくることしか効用が無いと思います。 

報道とはどうあるべきか、組織とはどうあるべきか、つくづく考えさせられます。 

株式会社株式会社株式会社株式会社イースリーパートナーズイースリーパートナーズイースリーパートナーズイースリーパートナーズ主催主催主催主催    「「「「後継者後継者後継者後継者育成塾育成塾育成塾育成塾」」」」開講記念開講記念開講記念開講記念セミナーセミナーセミナーセミナー    

『『『『事業承継事業承継事業承継事業承継のいろはのいろはのいろはのいろは』』』』～～～～後継者育成塾後継者育成塾後継者育成塾後継者育成塾のののの概要概要概要概要とととと事業承継事業承継事業承継事業承継のいろはについてのいろはについてのいろはについてのいろはについて～～～～    
「後継者育成塾」開講にあたって記念のプレセミナーです。わかりやすい講師陣のセミナーを是非一度。無料です。 

詳細は弊社 HP（ http://www.e3-partners.com/） をご覧ください。 
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経営理念経営理念経営理念経営理念をををを浸透浸透浸透浸透させましょうさせましょうさせましょうさせましょう（中小企業診断士 岡原慶高） 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

    

    

    

    
我我我我々々々々はははは御社御社御社御社のののの「「「「顧問顧問顧問顧問」」」」ですですですです（関川） 

経営理念は会社に浸透していますか？ 

最近、食品企業などで不祥事が取りざたされており、コンプライアンス（法令遵守）という言葉もよく耳にしま

す。そのような中で、法令遵守や品質確保のためにマニュアルだけでは不十分であり、どのような事態にも臨機応

変に対応するためには経営理念や行動指針（以下経営理念等）を会社に浸透させることが重要であると考える企業

があるようです。私は中小企業こそ経営理念等をもっと活用するべきではと思っています。 

経営理念等の浸透には、 

① 社員のベクトルを統一する（一体感・連帯感） 

② 社員の行動規範、会社のルールを示す 

③ やる気、社会・会社への貢献意欲、誇りの醸成 

④ 社外への宣伝効果               などが期待できます。 

中小企業が強い組織を作るためには必要不可欠なものであり、その強い組織は同業他社が真似できない自社だけ

の強みになるのだと思います。 

経営理念の浸透度については、次のようなステップがあります。 

① 会社に経営理念等がある→②社員が経営理念等を覚えている→③社員が経営理念等を理解している→ 

④社員が経営理念等にもとづいて行動している→⑤お客さまがわが社の経営理念等が何となく分かる 

⑤の段階では非常に強い組織になっています。 

それではどのようにして経営理念等を浸透させていけばよいのでしょうか。 

一般的には、①事務所・ホームページなどへ掲示、②会社案内・名刺への印刷、③朝礼での唱和、④経営理念・

行動指針教育を定期的に行う、⑤経営理念等について日々の出来事をもとに話し合う場を作る、⑥経営理念等に関

する表彰制度、⑦社内報を２ヶ月に１回発行し、その記事や内容で浸透を図る、⑧経営理念等に則った人事評価制

度の運用 のような施策が考えられます。 

私も経営理念研修をさせていただく機会がありますが、会社に掲示したり朝礼での唱和だけでは浸透しないこと

が多いようです。皆さんの会社でも一度経営理念について考えてみられてはいかがでしょうか。 

我々は御社の顧問税理士です。 

それでは、一体「顧問」とはどういう意味なのでしょうか？辞書で調べてみると、 

１． 会社、団体などで、相談を受けて意見を述べる役。また、その人。 

２． 意見を問うこと。相談すること。 

要するに、相談役・助言役・アドバイザーといった意味なわけです。顧問税理士ならば、税金のアドバイザーとい

ったところでしょうか。 

ただ、税理士の仕事をやっていて思うのは、税理士やから税金のアドバイスだけやっといたらエエのかというと、

そんなわけありません。税金以外のこと、時にはプライベートのことも相談を受けることがあります。また、受け

た相談内容に対して意見を述べたらＯＫなのではなく、この意見に対して相談者が「わかった！スッキリした！あ

りがとう！」と思ってくれないと我々の存在意義が薄くなります。我々のスキルには「提案力・説得力」が特に必

要とされます。このスキルの鍛錬が非常に難しい。 

我々は、自らの存在意義を高めるべく日々研鑽しております。御社の良き「顧問」として活躍できればと思います。 

ということで、我々は御社の「顧問」ですから、何でも気軽に相談してくださいね。よろしくお願いします。 

 

※ブログを更新中。弊社 HP に是非お立ち寄りください！ http://www.e3-partners.com/ 


